
新潟市区自治協議会条例施行規則 

(趣旨) 

第１条 この規則は，新潟市区自治協議会条例(平成１８年新潟市条例第７４号。以下「条例」と

いう。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

(区長による推薦) 

第２条 区長は，条例第２条第２項に規定する委員の推薦にあたっては，次条に規定する選出手続

を経たうえで行うものとする。ただし，これにより難い場合は，この限りでない。

(推薦会議) 

第３条 委員の候補者（以下「委員候補者」という。）の選出手続を行うための組織として，区自

治協議会に区自治協議会委員推薦会議（以下「推薦会議」という。）を置く。

２ 推薦会議は，区自治協議会の委員１０人以内で組織する。

３ 推薦会議は，区自治協議会の委員の構成の検討及び委員候補者の選考を行い，区自治協議会に

委員候補者を推薦するものとする。

４ 区自治協議会は，推薦会議の選考結果を尊重し，議決により，委員候補者を決定するものとす

る。

５ 委員候補者の選出に関し区自治協議会があらかじめ議決により指定した事項については，推薦

会議の議決をもって区自治協議会の議決とすることができる。

６ 推薦会議の運営その他必要な事項については，区自治協議会が定める。

 (副会長の定数等) 

第４条 区自治協議会に副会長を複数置くことができる。この場合において，会長が欠けたとき，

又は会長に事故があるときにその職務を代理する副会長の順序は，区自治協議会が定めるものと

する。

(検討会) 

第５条 区自治協議会は，事務の一部について検討させるため，必要に応じて，委員の一部及び委

員以外の者で構成する検討会を置くことができる。

(区自治協議会会長会議等) 

第６条 条例第１１条の規定により他の区自治協議会との連絡調整を行うため，区自治協議会の会

長で構成する区自治協議会会長会議を置く。

２ 前項に規定するもののほか，必要に応じて，他の区自治協議会との共通の課題に係る連絡調整

を行うため，複数の区自治協議会の委員で構成する連絡調整会議を置くことができる。

(その他) 

第７条 この規則に定めるもののほか，区自治協議会に関し必要な事項は，別に定める。



附 則

この規則は，平成１９年４月１日から施行する。

   附 則

 この規則は，平成２７年４月１日から施行する。

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は，平成３１年４月１日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から施行す

る。 

（準備行為） 

２ 新潟市区自治協議会条例の一部を改正する条例（平成３０年新潟市条例第４２号）による改正

後の新潟市区自治協議会条例第２条第２項の規定による委員の委嘱に関し必要な手続その他の

行為は，この規則の施行前においても，改正後の新潟市区自治協議会条例施行規則の規定の例に

より行うものとする。 


